
令和４年８月３１日 

 

令和５年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：国立研究開発法人国立成育医療研究センター) 

 

１．令和５年度の財政投融資計画要求額

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 9 10 △1 △ 10.0

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

9 10 △1 △ 10.0

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和５年度
要   求   額

令和４年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 84 89 △5 △ 6.0

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

84 89 △5 △ 6.0

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和５年度末
残高（見込）

令和４年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 (単位：億円)

9 10 △1

4 4 －

5 6 △1

令和５年度
要   求   額

令和４年度
計　画　額

増　減

事業計画の合計額

医療機械整備

建物整備

区　　分

(内訳)

 

 

資金計画 (単位：億円)

9 10 △1

9 10 △1

財政融資 9 10 △1

産業投資 － － －

政府保証 － － －

－ － －

一般会計交付金 33 35 △2

一般会計補助金 4 7 △3

借入金償還 △14 △14 △0

その他 △22 △27 5

自己資金等

区　　分
令和５年度
要   求   額

令和４年度
計　画　額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 



 

財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 (機関名：国立研究開発法人国立成育医療研究センター) 

 
＜官民の役割分担・リスク分担＞ 
１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適切

な役割分担がなされているか。 

 

国立成育医療研究センターは、ライフサイクルの中で生じる疾患に対する研究と

医療の推進、この新しい医療を担う人材の育成、この領域に関する情報の収集及び

情報発信並びに政策提言など高度先駆的医療を行うことにより、国の医療政策とし

て、成育疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上

及び増進に寄与することを目的としている。 

これらの目的を適切に実施するため、老朽化した設備の整備・更新に財政投融資

を活用するものである。 

 
２．官民が適切にリスク分担し、民間企業のモラルハザードを防止しつつ、適度な支援

を行っているか。 
 

該当なし 

 
＜対象事業の重点化・効率化＞ 
３．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 
国の医療政策として、成育疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、も

って公衆衛生の向上及び増進に寄与するという国立成育医療研究センターの目的

を果たすためには、老朽化した設備の整備・更新を速やかに行い、環境改善を図る

ことが必要不可欠であるが、これらの整備・更新については内容の精査を行い、必

要な金額を要求している。 

また、診療収益を増加させる方策や経費を削減させる方策など、様々な経営改善

策を踏まえ財政投融資の要求を行っている。 

 
＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

４．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を財

政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

平成28年度から令和４年度まで財政投融資の借り入れを行っている。当センター

の経営状況と施設等の老朽化に伴う必要な更新・整備等を総合的に勘案し、財政投

融資の要求内容に反映している。 

 
 
 
 



(参考：過去３カ年の財政投融資の運用残額) 

           元年度     ２年度      ３年度 

   運用残額   58,000 円   196,753,000 円   72,219,000 円 

      運用残率    0％      4.10％      1.83％ 
 
＜その他＞ 
５．上記以外の特記事項 
 

該当なし 

 

 
(注)「運用残率」は、改定後現額(改定後計画＋前年度繰越)に対する運用残額の割合(％)。 



 

成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：国立研究開発法人国立成育医療研究センター) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」、「新しい資本主義のグランドデザイ

ン及び実行計画」及び「デジタル田園都市国家構想基本方針」に盛り込まれた事項

に関する要求内容 

 

 

 【参考】『経済財政運営と改革の基本方針２０２２』 

 

第１章 我が国を取り巻く環境変化と日本経済 

 １．国際情勢の変化と社会課題の解決に向けて 

 ２．短期と中長期の経済財政運営 

  （１）コロナ禍からの回復とウクライナ情勢の下でのマクロ経済運営 

    （経済社会活動の正常化に向けた感染症対策） 

第２章 新しい資本主義に向けた改革 

 ２．社会課題の解決に向けた取組 

  （２）包摂社会の実現 

    （少子化対策・こども政策） 

    （女性活躍） 

第４章 中長期の経済財政運営 

 ２．持続可能な社会保障制度の構築 

 ５．経済社会の活力を支える教育・研究活動の推進 

 

 

 

 

 

 

 



 

財政投融資の要求に伴う政策評価（基本的事項） 

 (機関名：国立研究開発法人国立成育医療研究センター) 

 

１．政策的必要性 

 

平成20年12月に「高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律」

が成立し、国立成育医療センターは平成22年4月に独立行政法人国立成育医療研究セン

ターとして発足。その後、平成27年4月に国立研究開発法人国立成育医療研究センター

（以下「国立成育医療研究センター」という。）に改称。 

国立成育医療研究センターは、国の医療政策として、小児・周産期・母子医療に関

して高度かつ専門的な医療を提供しており、その業務は非営利で公共性が高いことか

ら、政策目的達成のために行う多額の資金を必要とする整備については、 

長期・固定・低利の財政融資資金が必要と考えられる。 

現在の病院棟は完成から20年が経過しており、設備等の老朽化が進んでいることか

ら、診療事業に差し支えのないよう経年劣化部分の整備を行う。 

 

２．民業補完性 

 

国立成育医療研究センターは、受精・妊娠に始まって、胎児期、新生児期、小児期、

思春期を経て、次世代を育成する成人期へと至るリプロダクションによってつながれた

ライフサイクルに生じる疾患に対する研究と医療を推進することを目的とし、同時にこ

の新しい医療を担う人材の育成、この領域に関する情報の収集及び発信並びに政策提言

の役割も担っている機関である。 

民間病院では、このような高度先駆的医療や研究開発等を中心に事業を実施するこ

とは困難であると思われる。 

 

３．有効性 

 

医療の高度化等に適応した国立成育医療研究センターの施設・設備整備を実施する

ことによって、高度先駆的医療、調査研究、専門技術者の研修、情報発信を一体的に機

能させ、国民に対して、より良質の医療を適切に提供することができる。 

 

４．その他 

  

第２期中長期目標期間である平成27年度から令和２年度のうち、平成27年度から平

成29年度までを経営改善強化期間と位置づけ、収益面・費用面の両面から経営改善に努

めた結果、第２期中長期目標に掲げた経常収支率100％（累計）を上回る102.2％となっ

ており、令和３年度は100.9％となっている。 

令和４年度においても、令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症に対応

しながら、一層の診療収益の増加及び経費の削減の両面から経営改善を進めていくこと

から、償還確実性については問題ないと考える。 

 



 

３ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：国立研究開発法人国立成育医療研究センター) 

 

１．決算についての総合的な評価 

第２期中長期目標期間である平成27年度から令和２年度のうち、平成27年度から

平成29年度までを経営改善強化期間と位置づけ、収益面・費用面の両面から経営改

善に努めた結果、第２期中長期目標に掲げた経常収支率100％（累計）を上回る102.2

％となっており、令和３年度においても経常収支率は100.9％となっている。 

令和４年度以降も、引き続き、経営改善を進めていくこととする。 

 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

 

○ 資産  610億円（前年度 589億円） 

 現金及び預金の増及び固定資産の増等 

○ 負債  207億円（前年度 190億円） 

 長期借入金の増、退職給付費用の増等 

○ 純資産 403億円（前年度 399億円） 

 資本剰余金の減、利益剰余金の増等 

 

（２）費用・収益の状況 

 

○ 費用  288億円（前年度 272億円） 

 給与費及び材料費、設備関係費の増等 

○ 収益  291億円（前年度 282億円） 

 医業収益の増等 

 

（３）行政サービスコスト 

 

○ ＰＬ上の費用       289億円 

○ 行政サービスコスト    292億円 

 

 

 


